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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第63期

第３四半期連結
累計期間 

第64期
第３四半期連結

累計期間 

第63期
第３四半期連結

会計期間 

第64期 
第３四半期連結 

会計期間 
第63期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（百万円）  109,045  96,320  34,222  32,180  145,978

経常利益（百万円）  8,709  6,359  1,462  2,582  9,309

四半期（当期）純利益（百万円）  5,667  3,626  1,005  1,403  5,782

純資産額（百万円） － －  147,555  143,656  147,176

総資産額（百万円） － －  200,432  192,544  196,797

１株当たり純資産額（円） － －  2,160.73  2,186.91  2,155.17

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 79.73  53.56  14.37  21.08  82.15

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  73.6  74.6  74.8

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △3,690  11,009 － －  2,401

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △13,352  6,206 － －  △15,465

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △9,217  △7,834 － －  △9,543

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  39,319  53,084  42,998

従業員数（人） － －  5,538  5,871  5,510
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、主要な関係会社における異動につきましては、「３ 関係会社の状況」に記載のとおり

であります。 

 当第３四半期連結会計期間において連結子会社であったGLORY GmbHとGLORY Europe GmbHは、GLORY Europe GmbHを

存続会社とする吸収合併方式で合併し、GLORY GmbHは解散いたしました。なお、結合後の企業名称は

GLORY Europe GmbHとなっております。 

 平成21年12月31日現在のGLORY Europe GmbHの内容は以下のとおりであります。 

 （注）１．主要な事業の内容の欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．役員の兼任等では、当社の役員または従業員が関係会社の役員を兼任している有無を表示しております。 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

名称 住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の
所有割合 
(％) 

関係内容 

（連結子会社）           

  

GLORY Europe GmbH 

  

ドイツ 

フランクフルト

市 

千ユーロ 

 3,900

貨幣処理機及び

貨幣端末機 
 100.0

欧州における当社製品の販売・

保守 

役員の兼任等……有  

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 5,871      

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 3,537      
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 なお、当社グループ（当社及び連結子会社）全体の生産実績のうち、当社の生産実績が大半を占めるため、当社

の生産実績を記載しております。 

 （注）１．金額は当社の製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

    (2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 なお、当社グループ（当社及び連結子会社）全体の受注高のうち、当社の受注高が大半を占めるため、当社の受

注高を記載しております。 

 （注）１．金額は当社の販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

   

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比（％）

貨幣処理機及び貨幣端末機（百万円）  9,348 82.1 

自動販売機及び自動サービス機器（百万円）  4,253 172.3 

その他の商品及び製品（百万円）  1,767 118.4 

合計（百万円）  15,368 100.1 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高

（百万円） 
前年同四半期比

（％） 
受注残高 

（百万円） 
前年同四半期比

（％）  

貨幣処理機及び貨幣端末機  892  93.2  740  164.4

自動販売機及び自動サービス機器  －  －  －  －

その他の商品及び製品  166  77.8  68  131.6

合計  1,058  90.4  808  161.0

事業の種類別セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

前年同四半期比（％）

貨幣処理機及び貨幣端末機（百万円）  17,844  92.2

自動販売機及び自動サービス機器（百万円）  11,119  110.2

その他の商品及び製品（百万円）  3,216  67.2

合計（百万円）  32,180  94.0
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループにおける新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の

有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。  

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1）業績の状況 

 当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日～平成21年12月31日）におけるわが国の経済は、金融危機の広が

りによる世界的な景気後退に底入れの気配が見え始め、企業業績の減収幅が縮小するなど回復の兆しが一部見られ

るものの、雇用情勢は依然として厳しく、加えてデフレ懸念が高まっており、景気の先行きは未だ不透明な状況で

推移しております。 

 こうした状況のなか、当社グループは『２０１１中期経営計画』の初年度として、『世界的視野でビジネスチャ

ンスを捉え、新たな成長ステージへ飛躍する！』という中期経営基本方針の下、事業競争力の強化に取り組むとと

もに、事業環境の急速な変化にスピーディに対応するため、経営全般にわたる徹底的な効率化・合理化を実施し、

より強固な企業体質の構築を推進してまいりました。  

 当第３四半期連結会計期間におきましては主要市場である金融市場は堅調に推移し、遊技市場向け機器の販売が

好調でありましたが、流通市場及び海外市場においては、世界経済悪化の影響により設備投資の抑制傾向が続くな

ど低調であったため、連結売上高は、前年同期に比べ減少いたしました。また、営業利益につきましては、厳しい

事業環境に打ち勝つため、構造改革や設備投資抑制、経費削減に取り組んだ結果、前年同期に比べ増加いたしまし

た。 

 この結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は32,180百万円（前年同期比6.0％減）となりました。このう

ち、商品及び製品売上高は24,258百万円（前年同期比8.6％減）、保守売上高は7,922百万円（前年同期比3.2％

増）でありました。また、海外の売上高につきましては6,082百万円（前年同期比17.3％減）でありました。利益

につきましては、営業利益は2,532百万円（前年同期比21.1％増）、経常利益は2,582百万円（前年同期比76.5％

増）となりました。また、四半期純利益は1,403百万円（前期比39.6％増）となりました。 

セグメント別概況 

売上高をセグメント別にみますと次のとおりであります。 

（貨幣処理機及び貨幣端末機） 

当セグメントの主要な市場は、金融市場、海外市場、流通市場であります。 

 金融市場では、業務厳正化・効率化に対するニーズにより、主力製品であるオープン出納システムは堅調に

推移したものの、ＯＥＭ商品である窓口用入出金システムのユニットの販売は、前年同期に比べ、大きく減少

いたしました。 

 海外市場におきましては、設備投資の抑制傾向が強く、ＯＥＭ商品であるＡＴＭ用紙幣入金ユニット、紙幣

整理機、小型紙幣入金機等の販売は大きく減少いたしました。 

 流通市場では、交通機関向けの小型入出金管理機やＯＥＭ商品である警備輸送会社向け店舗入金機などは好

調でありました。しかしながら、流通業界全体の業績悪化により新規出店の抑制傾向がみられ、主要製品であ

るレジ釣銭機や小型入金機等の販売が低調でありました。 

 この結果、当セグメントの売上高は、その他の市場の売上高も含めて17,844百万円（前年同期比7.8％減）

となりました。営業利益につきましては、801百万円（前年同期比93.3％増）となりました。 

（自動販売機及び自動サービス機器） 

自動販売機市場では、たばこ販売機の販売が、依然として低調でありました。 

 遊技市場では、各台計数機や携帯電話による貯玉システムなどの新製品投入に加え、従来に比べてプレイ代

金を低く抑えた低貸玉営業の普及により市場の活性化傾向がみられ、カードシステムの販売は順調に推移いた

しました。 

 この結果、当セグメントの売上高は、その他の市場の売上高も含めて11,119百万円（前年同期比10.2％増）

となりました。営業利益につきましては、1,246百万円（前年同期比36.2％増）となりました。 

（その他の商品及び製品） 

当セグメントは、主要セグメント以外の機器及び当社グループ会社以外から仕入れた商品やサプライ品等で

あり、鍵管理機等のセキュリティ関連商品の減少により、前年同期に比べ販売は減少いたしました。 

 この結果、当セグメントの売上高は3,216百万円（前年同期比32.8％減）となりました。営業利益につきま

しては、483百万円（前年同期比33.6％減）となりました。 

 セグメント別営業利益は固定資産の内部振替による未実現利益等を消去する前の金額であります。 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 日本においては、売上高29,239百万円（前年同期比2.5％増）、営業利益2,434百万円（前年同期比13.4％

増）であり、米州においては、売上高1,057百万円（前年同期比66.7％増）、営業損失２百万円（前年同期は

営業損失83百万円）であり、欧州においては、売上高1,495百万円（前年同期比68.6％減）、営業損失２百万

円（前年同期は営業損失８百万円）であり、アジアにおいては、売上高387百万円（前年同期比31.3％増）、

営業利益103百万円（前年同期比182.4％増）であります。 

 なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、第２四半期連結会

計期間末に比べ615百万円減少し、53,084百万円となりました。なお、前第３四半期連結会計期間の資金は7,351百

万円減少しております。 

 当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によって得られた資金は、前第３四半期連結会計期間と比較し724百万円増加し、2,550百万円とな

りました。これは主にたな卸資産の増加2,440百万円の資金の減少要因があったものの、税金等調整前四半期

純利益が2,445百万円であったことに加え、減価償却費2,088百万円の資金の増加要因があったことによるもの

です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によって得られた資金は、前第３四半期連結会計期間と比較し4,674百万円増加し、2,933百万円と

なりました。これは主に有形固定資産の取得による支出735百万円があったものの定期預金の払戻による収入

3,271百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入1,000百万円があったことによるものです。有形固定資

産の取得は、主に製品の製造に係る金型・治工具類であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、前第３四半期連結会計期間と比較し795百万円減少し、6,073百万円となり

ました。これは主に配当金の支払額1,072百万円及び自己株式の取得による支出5,226百万円によるものです。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

なお、当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。 

当社は、平成19年12月26日開催の取締役会において、「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り

方に関する基本方針」（会社法施行規則第118条第３号に規定されるものをいい、以下「基本方針」といいま

す。）を改定するとともに、「当社株券等の大量買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下「本プラン」

といいます。）の導入について、次のとおり決議いたしました。なお、本プランについては、平成20年６月27日

開催の第62回定時株主総会において、株主の皆様のご承認をいただいております。 

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針 

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内容や当社の企業価値の源

泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的に確保、向上させていくことを可

能とする者である必要があると考えております。 

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられ

るべきものと考えており、また、当社は、当社が発行者である株券等（以下「当社株券等」といいます。）の大

量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、何らこれを否定するもので

はありません。 

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害

をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大

量買付の内容等について検討し、あるいは、対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を

提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を

必要とするもの等、対象会社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。 
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当社は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益となる源泉を最大限に活かし、当社グループのブランド価値

を高めていくためには、当社の企業理念、中長期的観点からの安定的な経営及び当社の経営資源に関する十分な

理解が不可欠であると考えております。 

特に、研究開発型企業である当社にとって、後述の通貨処理に欠かせないコア技術及びそれを支える従業員

は、当社の根幹をなす経営資源であり、今後当社がさらに発展するためにも必要不可欠であります。したがっ

て、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者に、これらに関する十分な理解がない場合には、当社の優秀

な従業員が流出したり、当社の技術が散逸するなどして、当社の企業価値・株主共同の利益が大きく毀損される

こととなります。 

また、当社グループは、国内のみならず北米、欧州、アジア等海外諸国においても幅広く事業を展開し、製品

の開発から製造、販売、アフターサービスまで、国内外のグループ関連会社により一貫して行っております。し

たがって、当社グループの経営に関しては、多様な世界各国の市場環境や貨幣流通の仕組み、お客様・取引先・

従業員等との間に築かれた関係、その他当社の企業価値の源泉を構成する様々な要素の十分な理解なくしては困

難であると考えております。 

これらの理解がないまま、当社株券等に対する大量買付がなされた場合には、当社の企業価値・株主共同の利

益が大きく毀損されることとなります。当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量買

付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量買

付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を講じることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保す

る必要があると考えます。 

② 本プランの内容 

１）導入の目的 

本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させることを目的として、前述の基本方針に沿

って導入されるものです。 

具体的には、当社株式に対する大量買付が行われる際に、当該大量買付に応じるべきか否かを当社株主が判断

し、または取締役会が当社株主に代替案を提案するために必要な情報や時間を確保するとともに、当社株主のた

めに、買付者と協議・交渉等を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値・株主共同の利益に反する

大量買付を抑止することを目的としています。 

２）本プランの概要 

ア．手続の設定 

本プランは、(i)当社が発行者である株券等について、保有者の株券等保有割合が20%以上となる買付、ま

たは、(ii)当社が発行者である株券等について、公開買付けの後における株券等の株券等所有割合及びその

特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以上となる公開買付け、のいずれかに該当する当社株券等に対す

る買付もしくはこれに類似する行為またはその提案がなされる場合（以下「大量買付行為」といい、大量買

付行為を行おうとする者を「大量買付者」といいます。）を適用対象とする手続をあらかじめ設定していま

す。 

イ．情報提供の要求 

大量買付者には、大量買付行為の開始に先立ち買付内容等の検討に必要な情報を取締役会に対して提供し

ていただきます。 

ウ．独立委員会による検討・勧告等 

当社から独立性の高い社外取締役等から構成される独立委員会は、大量買付者または取締役会から提供さ

れた情報、買付等に対する意見、代替案等を検討します。大量買付者が本プランに定める手続を遵守しない

場合や大量買付行為の内容が当社の企業価値・株主共同の利益を毀損するおそれがあるときなど所定の要件

を充足する場合で、新株予約権の無償割当てを実施することが相当であると判断した場合には、取締役会に

対し、新株予約権の無償割当ての実施を勧告します。大量買付行為が所定の要件に該当しない場合等には、

独立委員会は、新株予約権無償割当ての不実施を勧告します。なお、独立委員会が新株予約権の無償割当て

を実施すべき旨の勧告を行うにあたって適切と判断する場合は、予め当該実施に関して株主の意思を確認す

るべき旨の留保を付すことができます。 

エ．取締役会の決議／株主意思確認総会の開催 

取締役会は、独立委員会の上記勧告を最大限尊重して対抗措置の発動または不発動の決議を行います。た

だし、取締役会は、当社株主の意思を確認することが実務上可能であり、かつ、法令及び当社取締役の善管

注意義務等に照らし適切であると判断する場合、または、独立委員会が対抗措置の発動に関して当社株主の

意思を確認するべき旨の留保を付した勧告をした場合には、株主総会を招集し、対抗措置の発動に関する当

社株主の意思を確認することができます。 
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③ 本プランに対する当社取締役会の判断及びその理由 

本プランは、当社の企業価値・株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるために導入されたものであ

り、まさに基本方針の実現に資するものです。 

したがって、当社取締役会は、これらの各施策は、基本方針に沿い、当社の株主共同の利益に合致するもので

あり、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

また、前述のとおり、本プランは、当社の企業価値及び株主共同の利益を確保・向上する者として最適か否か

の判断は、最終的には当社株主の皆様の判断に委ねられるべきものという考えの下、不適切な者によって当社の

財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し向上させるこ

とを目的として導入されたものであり、基本方針に沿うものであります。 

特に、本プランは、平成20年６月27日開催の当社第62回定時株主総会において株主の皆様の承認を得たもので

あり、独立性の高い社外者のみから構成される独立委員会が設置され、合理的な客観的要件が充足されなければ

発動されないように設定されていること、当社取締役会による恣意的な発動を防止するために、本プランの発動

に際しては必ず独立委員会の判断が必要とされ、また株主総会において株主の皆様の意思確認を行うことができ

ること、独立委員会は外部専門家の助言を当社の費用で受けることができるものとされていること、本プランの

有効期間は３年を超えず、取締役会によりいつでも廃止できるとされていること、取締役の任期を１年としてお

り、取締役の選任を通じて株主の皆様の意思を反映させることができること等から、その公正性・客観性が担保

される仕組みとなっております。 

したがって、当社取締役会は、本プランは、当社の株主共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社

役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

(4）研究開発活動 

 当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、2,006百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  (5）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当社グループを取り巻く事業環境は、世界的な金融危機に伴う景気低迷の長期化やデフレ懸念により設備投資の抑

制傾向が続き、厳しい経営環境が継続していくものと予測されます。 

 国内の金融市場においては、金融機関の設備投資抑制による当社グループ収益への影響が懸念されます。しかしな

がら、業務の厳正化に対する機械化ニーズは根強いため、平成21年12月に発売した業界最小のオープン出納システム

を、これまで未導入であった小型店舗に対しても提案するなど、売上の拡大に努めてまいります。 

 海外市場においては、世界経済の先行き不透明感から、欧州、米国などで設備投資に対する厳しい状況が続くもの

と予測しておりますが、金融機関等における偽造通貨対応や合理化ニーズを的確に捉え、販売強化を行ってまいりま

す。また、中国を中心としたアジア圏への積極的な販売展開を図ってまいります。 

 一方、遊技市場においては、カードシステム関連を中心に設備投資の需要は堅調に推移するものと予測しており、

平成21年７月に発売した各台計数機等の市場投入により、さらなる売上拡大を目指してまいります。 

 当社グループといたしましては、売上高の拡大と経営成績の維持・発展を図るため、経営資源を今後需要の拡大が

見込める海外市場へ積極的に投下してまいります。また、国内におきましては、オープン出納システム等の高付加価

値製品の積極投入や未開拓市場の深掘り、原価低減による収益性の改善等を推進し、当社グループの一層の成長・発

展を図ってまいる所存です。 

 (6）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、現金及び現金同等物が前第３四半期連結会計期間末に比べ13,764百万円増加し、

53,084百万円となりました。また前連結会計年度末に比べ10,085百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況

は下記のとおりであります。  

営業活動によって得られた資金は、主にたな卸資産の増加2,440百万円の資金の減少要因があったものの、税金等

調整前四半期純利益が2,445百万円であったことに加え、減価償却費2,088百万円の資金の増加要因により2,550百万

円となりました。投資活動によって得られた資金は、主に有形固定資産の取得による支出735百万円があったものの

定期預金の払戻による収入3,271百万円、投資有価証券の売却及び償還による収入1,000百万円があったことにより

2,933百万円となりました。財務活動の結果使用した資金は、主に配当金の支払額1,072百万円及び自己株式の取得に

よる支出5,226百万円により6,073百万円となりました。 

なお、流動比率につきましては、303.0％となっており、資金面での問題はありません。 
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 (7）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案し、実行しておりま

すが、昨年来の世界的な金融危機に伴う事業環境の急速な変化により、当社グループの主要市場における設備投資の

抑制傾向が顕著になるなど、その影響が懸念される状況にあります 

このような環境下にあって当社グループは、事業環境の急速な変化にスピーディに対応するため、経営全般にわた

る徹底的な効率化・合理化を実施し、より強固な企業体質の構築を推進してまいります。また、このような厳しい環

境下にあっても、新たな成長ステージへの基礎固めを行うため、将来を見据えた事業戦略である「２０１１中期経営

計画」の下、「ビジネス戦略」「体質強化戦略」「グループ体制強化戦略」を柱として積極的に展開し、事業競争力

をさらに加速させてまいりたいと考えております。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  150,000,000

計  150,000,000

種類 
第３四半期会計期間 
末現在発行数（株） 
(平成21年12月31日) 

提出日現在発行数（株）
(平成22年２月12日) 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容

普通株式  69,838,210  69,838,210
東京証券取引所（市場第一部） 

大阪証券取引所（市場第一部） 

権利内容に何ら限

定のない当社にお

ける標準となる株

式であり、単元株

式数は100株であり

ます。 

計  69,838,210  69,838,210 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備 
金増減額 

（百万円） 

資本準備
金残高 

（百万円） 

平成21年10月１日～

平成21年12月31日 
 －  69,838 －  12,892  －  20,629
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当第３四半期会計期間における、大株主の異動は次のとおりであります。 

①新たに大株主となったもの 

平成21年12月31日現在

②大株主でなくなったもの 

平成21年９月30日現在

（注）平成21年12月31日現在の所有株式数及び発行済株式総数に対する所有株式数の割合については、所有株式数上

位10名から外れているため、記載を省略しております。 

①【発行済株式】  

 （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております

が、議決権の数の欄には同機構名義の議決権30個は、含まれておりません。 

②【自己株式等】 

（５）【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合 
（％） 

グローリー株式会社 兵庫県姫路市下手野１丁目３－１   4,149   5.9

STATE STREET BANK AND TRUST 

COMPANY 

（常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行） 

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS U.S.A. 

（東京都千代田区丸の内１丁目３番３号） 
  1,735   2.5

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合 
（％） 

尾上 壽男 兵庫県姫路市   2,150   3.1

尾上 勝彦 兵庫県姫路市   1,927   2.8

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  4,149,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  65,673,900  656,709 － 

単元未満株式 普通株式  15,310 － 一単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数        69,838,210 － － 

総株主の議決権 －  656,709 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

グローリー株式会社 
兵庫県姫路市下手

野一丁目３番１号 
 4,149,000 －  4,149,000  5.9

計 －  4,149,000 －  4,149,000  5.9
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【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

 前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  1,975  1,972  1,960  1,961  2,245  2,360  2,225  2,060  2,165

最低（円）  1,699  1,788  1,795  1,795  1,892  2,120  1,943  1,826  1,844

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成

21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日

まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。 

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 38,062 40,609

受取手形及び売掛金 ※3  30,295 31,534

有価証券 17,939 13,188

商品及び製品 14,284 14,380

仕掛品 7,188 4,911

原材料及び貯蔵品 5,139 4,998

その他 10,514 12,937

貸倒引当金 △431 △592

流動資産合計 122,993 121,968

固定資産   

有形固定資産   

有形固定資産合計 ※1  36,244 ※1  37,478

無形固定資産   

のれん 2,894 3,535

その他 3,370 3,886

無形固定資産合計 6,265 7,421

投資その他の資産   

投資有価証券 13,762 15,569

その他 15,745 16,804

貸倒引当金 △2,466 △2,444

投資その他の資産合計 27,040 29,929

固定資産合計 69,550 74,829

資産合計 192,544 196,797

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※3  14,079 15,138

短期借入金 11,404 11,872

未払法人税等 1,347 246

賞与引当金 1,859 3,552

その他 ※3  11,901 10,985

流動負債合計 40,592 41,796

固定負債   

退職給付引当金 3,121 2,960

その他 5,174 4,864

固定負債合計 8,295 7,825

負債合計 48,887 49,621
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 12,892 12,892

資本剰余金 20,629 20,629

利益剰余金 119,129 117,068

自己株式 △8,178 △2,951

株主資本合計 144,474 147,640

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △211 △12

為替換算調整勘定 △606 △451

評価・換算差額等合計 △817 △463

純資産合計 143,656 147,176

負債純資産合計 192,544 196,797
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 109,045 96,320

売上原価 68,391 61,751

売上総利益 40,653 34,569

販売費及び一般管理費 ※1  31,713 ※1  29,383

営業利益 8,940 5,185

営業外収益   

受取利息 383 278

受取配当金 267 217

保険返戻金 － 487

その他 445 440

営業外収益合計 1,096 1,424

営業外費用   

支払利息 233 151

為替差損 990 －

その他 103 98

営業外費用合計 1,327 250

経常利益 8,709 6,359

特別利益   

投資有価証券売却益 － 232

貸倒引当金戻入額 49 87

保険解約返戻金 365 －

その他 61 132

特別利益合計 476 452

特別損失   

固定資産除却損 189 192

投資有価証券評価損 215 263

その他 74 256

特別損失合計 479 712

税金等調整前四半期純利益 8,705 6,098

法人税等 2,998 2,472

少数株主利益 40 －

四半期純利益 5,667 3,626
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 

 至 平成21年12月31日) 

売上高 34,222 32,180

売上原価 21,921 19,848

売上総利益 12,300 12,331

販売費及び一般管理費 ※1  10,208 ※1  9,798

営業利益 2,091 2,532

営業外収益   

受取利息 111 90

受取配当金 29 22

その他 125 39

営業外収益合計 267 153

営業外費用   

支払利息 72 45

為替差損 792 33

その他 31 25

営業外費用合計 896 103

経常利益 1,462 2,582

特別利益   

固定資産売却益 45 －

貸倒引当金戻入額 20 －

保険解約返戻金 365 －

受取保険金 － 22

その他 0 23

特別利益合計 432 45

特別損失   

固定資産除却損 45 31

投資有価証券評価損 28 110

その他 53 40

特別損失合計 127 182

税金等調整前四半期純利益 1,767 2,445

法人税等 761 1,041

四半期純利益 1,005 1,403
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 8,705 6,098

減価償却費 5,506 5,939

受取利息及び受取配当金 △650 △496

支払利息 233 151

賞与引当金の増減額（△は減少） △3,514 △1,688

売上債権の増減額（△は増加） △3,065 1,230

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,741 △1,868

仕入債務の増減額（△は減少） 3,994 △1,403

その他 △2,196 1,314

小計 5,271 9,278

利息及び配当金の受取額 662 507

利息の支払額 △233 △148

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △9,390 1,371

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,690 11,009

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △724

定期預金の払戻による収入 － 5,124

有形固定資産の取得による支出 △4,837 △3,378

無形固定資産の取得による支出 △1,267 △290

投資有価証券の取得による支出 △756 △604

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 6,037

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△4,215 －

子会社株式の取得による支出 △613 －

債権譲受による支出 △1,820 －

その他 158 43

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,352 6,206

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △31 △98

長期借入金の返済による支出 △531 △412

自己株式の取得による支出 △5,756 △5,226

配当金の支払額 △2,897 △2,096

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,217 △7,834

現金及び現金同等物に係る換算差額 △532 54

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △26,792 9,436

現金及び現金同等物の期首残高 66,111 42,998

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 648

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  39,319 ※1  53,084
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更 

 第１四半期連結会計期間より、光栄電子工業（蘇州）有限公司及び光栄

国際貿易(上海)有限公司は重要性が増したため、連結の範囲に含めており

ます。 

 また、第２四半期連結会計期間より、マルエスＧＴ株式会社は、当社が

所有する株式をすべて売却し、子会社でなくなったため、連結の範囲から

除外しております。 

 当第３四半期連結会計期間より、連結子会社であるGLORY EuropeGmbHと

GLORY GmbHは合併し、GLORY GmbHは解散したため、連結の範囲から除いて

おります。 

  （2）変更後の連結子会社の数 

  17社 

２．会計処理基準に関する事項の変更 「工事契約に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計

基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用してお

ります。 

 これによる売上高及び損益に与える影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

１．前第３四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「保険返戻金」は、

営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。な

お、前第３四半期連結累計期間における「保険返戻金」の金額は81百万円であります。 

２．前第３四半期連結累計期間において、特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却

益」は、特別利益の総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしまし

た。なお、前第３四半期連結累計期間における「投資有価証券売却益」の金額は２百万円であります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１．投資活動によるキャッシュ・フローの「定期預金の預入による支出」及び「定期預金の払戻による収入」は、当

第３四半期連結累計期間において、金額的重要性が増したため、「その他」から区分掲記しております。なお、前

第３四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「定期預金の預入による支出」及び「定期預金の払戻による

収入」はそれぞれ△930百万円と418百万円であります。 

２．投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の売却及び償還による収入」は、当第３四半期連結累計期

間において、金額的重要性が増したため、「その他」から区分掲記しております。なお、前第３四半期連結累計期

間の「その他」に含まれている「投資有価証券の売却及び償還による収入」は11百万円であります。 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結損益計算書関係） 

前第３四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「固定資産売却益」は、特別利益の総額の100分の

20以下となったため、特別利益の「その他」に含めております。なお、当第３四半期連結会計期間における「固定資

産売却益」の金額は３百万円であります。 
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【簡便な会計処理】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。  

２．棚卸資産の評価方法   当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算定に関しては、実地棚卸を省略

し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定

する方法によっております。 

 棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについて

のみ、正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

３．繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経

営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるた

め、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プラン

ニングを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
  
  

当第３四半期連結累計期間  
（自 平成21年４月１日  
 至 平成21年12月31日） 

 税金費用の計算  税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。なお、法

人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、67,208百万円で

あります。なお、減価償却累計額には、減損損失累計

額が含まれております。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、62,962百万円で

あります。 

 ２ 保証債務 

(1）従業員（住宅資金）の銀行からの借入金に対し保

証を行っております。 

 ２ 保証債務 

(1）従業員（住宅資金）の銀行からの借入金に対し保

証を行っております。 

72百万円 83百万円 

(2）当社グループの得意先が抱えるリース債務に対し

保証を行っております。 

(2）当社グループの得意先が抱えるリース債務に対し

保証を行っております。 

2,649百万円 2,851百万円 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形 

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が当第３四半期連結会計期間末残高に含まれており

ます。 

受取手形 百万円549

支払手形 百万円1,229

流動負債の「その他」 百万円52

 ────── 
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 9,388百万円

賞与引当金繰入額  1,008  

退職給付引当金繰入額  707  

減価償却費 1,654  

賃借料 2,864  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 9,266百万円

賞与引当金繰入額  820  

退職給付引当金繰入額  1,078  

減価償却費 1,885  

賃借料 2,788  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 3,167百万円

賞与引当金繰入額  894  

退職給付引当金繰入額  227  

減価償却費 645  

賃借料 1,126  

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 3,112百万円

賞与引当金繰入額  723  

退職給付引当金繰入額  349  

減価償却費 649  

賃借料 876  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年12月31日現在） （平成21年12月31日現在） 

  

  （百万円）

現金及び預金勘定       36,081

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,600

マネー・マネージメント・ファンド 584

フリー・ファイナンシャル・ファン

ド 

153

譲渡性預金 9,100

現金及び現金同等物 39,319

  （百万円）

現金及び預金勘定 38,062

預入期間が３か月を超える定期預金 △917

マネー・マネージメント・ファンド 585

フリー・ファイナンシャル・ファン

ド 

103

譲渡性預金 15,250

現金及び現金同等物 53,084

2010/02/12 22:15:1909616168_第３四半期報告書_20100212221456

- 22 -



当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

２．自己株式の種類及び株式数 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末後となるもの 

 該当事項はありません。 

４．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、取締役会決議に基づき平成21年11月に2,600,000株の自己株式取得を実施した結果、当第３四半期

連結累計期間において自己株式が5,226百万円増加いたしました。当第３四半期連結会計期間末において自己

株式は8,178百万円となっております。 

（株主資本等関係）

普通株式 69,838,210株 

普通株式 4,149,024株 

  

  

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 1,024 15  平成21年３月31日  平成21年６月29日 利益剰余金 

平成21年11月10日 

取締役会 
普通株式 1,092 16 平成21年９月30日  平成21年12月４日 利益剰余金 
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

貨幣処理機
及び貨幣端
末機 
（百万円） 

自動販売機
及び自動サ
ービス機器 
（百万円） 

その他の商
品及び製品 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高  19,345  10,090  4,786  34,222  －  34,222

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  1,579  1,579  △1,579  －

計  19,345  10,090  6,365  35,801  △1,579  34,222

営業利益  414  915  727  2,057  33  2,091

  

貨幣処理機
及び貨幣端
末機 
（百万円） 

自動販売機
及び自動サ
ービス機器 
（百万円） 

その他の商
品及び製品 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高  17,844  11,119  3,216  32,180  －  32,180

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  1,239  1,239  △1,239  －

計  17,844  11,119  4,456  33,420  △1,239  32,180

営業利益  801  1,246  483  2,531  1  2,532
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前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分は、商品及び製品の機能別種類により区分しております。 

２．各事業区分の主要な商品及び製品は、次のとおりであります。 

貨幣処理機及び貨幣端末機……………オープン出納システム、硬貨包装機、窓口用紙幣・硬貨入出金機、

売上金紙幣・硬貨入金機、紙幣・硬貨レジ釣銭機、乗車券販売窓口

用現金管理機、紙幣入金機、紙幣入金ユニット、紙幣整理機、窓口

用紙幣入出金機、ＩＣカード対応食堂システム、病院向け診療費支

払機、選挙用自書式投票用紙分類機 

自動販売機及び自動サービス機器……たばこ販売機、コインロッカー、券売機、プリペイドカードシステ

ム、パチンコ景品払出機、玉・メダル貸し機、玉・メダル計数機、

紙幣両替機、ホール会員管理機、多能式紙幣両替機、自動契約受付

機 

その他の商品及び製品…………………自動窓口受付システム、金利表示ボード、鍵管理機、その他メンテ

ナンス部品 

３．会計方針の変更 

（前第３四半期連結累計期間）  

 棚卸資産の評価に関する会計基準 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．（1）に記載のとおり、第１四

半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業

利益が、「貨幣処理機及び貨幣端末機」で343百万円、「自動販売機及び自動サービス機器」で103百万円、

「その他の商品及び製品」で43百万円それぞれ減少しております。 

  

貨幣処理機
及び貨幣端
末機 
（百万円） 

自動販売機
及び自動サ
ービス機器 
（百万円） 

その他の商
品及び製品 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高  64,343  28,374  16,327  109,045  －  109,045

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  4,340  4,340  △4,340  －

計  64,343  28,374  20,668  113,386  △4,340  109,045

営業利益  5,369  1,872  1,694  8,936  4  8,940

  

貨幣処理機
及び貨幣端
末機 
（百万円） 

自動販売機
及び自動サ
ービス機器 
（百万円） 

その他の商
品及び製品 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高   

(1) 外部顧客に対する売上高  55,509  28,719  12,091  96,320  －  96,320

(2) セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  3,666  3,666  △3,666  －

計  55,509  28,719  15,758  99,987  △3,666  96,320

営業利益  1,443  2,879  833  5,155  30  5,185
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４．追加情報 

（前第３四半期連結累計期間） 

 有形固定資産の耐用年数の変更 

 当社及び国内連結子会社の機械装置については、従来、耐用年数を４～12年としておりましたが、第１四

半期連結会計期間より７～10年に変更しました。 

 この変更は、平成20年度の法人税法の改正を契機として、資産の利用状況等を見直した結果によるもので

あります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、「貨幣処

理機及び貨幣端末機」で53百万円、「自動販売機及び自動サービス機器」で74百万円、「その他の商品及び

製品」で０百万円それぞれ減少しております。 

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  28,531  634  4,761  295  34,222  －  34,222

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 4,023  0  1  87  4,112  △4,112  －

計  32,555  634  4,762  383  38,334  △4,112  34,222

営業利益（又は営業損失）  2,147  △83  △8  36  2,091  －  2,091

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  29,239  1,057  1,495  387  32,180  －  32,180

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 1,570  0  88  770  2,430  △2,430  －

計  30,810  1,057  1,584  1,158  34,610  △2,430  32,180

営業利益（又は営業損失）  2,434  △2  △2  103  2,532  －  2,532
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前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

  米州  ： 米国、カナダ、中南米諸国 

  欧州  ： ヨーロッパ諸国、中東及びアフリカ諸国 

  アジア ： 東アジア及び東南アジア諸国、オセアニア諸国 

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  89,617  3,961  14,436  1,028  109,045  －  109,045

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 16,127  0  2  471  16,602  △16,602  －

計  105,745  3,962  14,439  1,500  125,647  △16,602  109,045

営業利益  8,611  84  176  68  8,940  －  8,940

  
日本 

（百万円） 
米州

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア

（百万円）
計 

（百万円） 

消去又は
全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高  86,001  3,107  5,708  1,503  96,320  －  96,320

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 4,183  1  94  1,915  6,195  △6,195  －

計  90,185  3,108  5,803  3,418  102,515  △6,195  96,320

営業利益（又は営業損失）  5,008  △89  △80  348  5,185  －  5,185
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国または地域 

  米州  ： 米国、カナダ、中南米諸国 

  欧州  ： ヨーロッパ諸国、中東及びアフリカ諸国 

  アジア ： 東アジア及び東南アジア諸国、オセアニア諸国 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

 当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められません。  

 当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日） 

前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められません。 

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

 該当事項はありません。  

【海外売上高】

  米州 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  1,163  5,434  759  7,357

Ⅱ 連結売上高（百万円）        34,222

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 3.4  15.9  2.2  21.5

  米州 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  2,106  3,192  783  6,082

Ⅱ 連結売上高（百万円）        32,180

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 6.5  9.9  2.4  18.9

  米州 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,752  16,161  2,457  25,371

Ⅱ 連結売上高（百万円）        109,045

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 6.2  14.8  2.3  23.3

  米州 欧州 アジア 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  5,951  10,421  2,772  19,145

Ⅱ 連結売上高（百万円）        96,320

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の

割合（％） 
 6.2  10.8  2.9  19.9

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（企業結合等関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額  2,186.91 円 １株当たり純資産額  2,155.17 円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額  79.73 円 １株当たり四半期純利益金額  53.56 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  5,667  3,626

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  5,667  3,626

期中平均株式数（株）  71,075,167  67,712,697

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額  14.37 円 １株当たり四半期純利益金額  21.08 円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  1,005  1,403

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  1,005  1,403

期中平均株式数（株）  69,951,282  66,565,375
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 平成21年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（イ）中間配当による配当金の総額……………………  1,092百万円 

（ロ）１株当たりの金額…………………………………  16円 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成21年12月４日 

 （注） 平成21年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。 

（ニ）上記中間配当に伴う利益準備金の積立額はありません。 

（重要な後発事象）

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

共通支配下の取引等 

当社は、平成22年１月29日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるグローリー機器株式会社、播磨グロ

ーリー株式会社及びグローリーテック株式会社の３社を合併することを決議し、同年２月２日付で、３社は合併契約

を締結いたしました。 

結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引の

概要 

(1）結合当事企業の名称及びその事業の内容 

①結合当事企業の名称  グローリー機器株式会社、播磨グローリー株式会社、グローリーテック株式会社 

②事業の内容      グローリー機器株式会社：通貨処理機の製造、販売、修理  

            播磨グローリー株式会社：通貨処理機の製造、販売、修理 

            グローリーテック株式会社：板金部品の製造、販売 

(2）企業結合の法的形式 

グローリー機器株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、播磨グローリー株式会社及びグローリーテック

株式会社は解散いたします。 

(3）結合後企業の名称 

グローリープロダクツ株式会社 

(4）取引の目的を含む取引の概要 

①合併の目的  部品加工から組立までの製造機能を集約し、設備の有効活用や物流改善を進めるなど、生産

効率の向上により、さらなるコスト競争力の強化を図ってまいります。 

②合併期日   平成22年４月１日（予定） 

③合併比率   合併する３社は、いずれも当社の100％子会社であるため、合併比率の取り決めはありませ

ん。 

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

2010/02/12 22:15:1909616168_第３四半期報告書_20100212221456

- 31 -



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成21年２月９日

グローリー株式会社   

  取締役会 御中     

  監査法人トーマツ  

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 武田 宗久  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 木村 幸彦  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 鈴木 朋之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグローリー株式

会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、グローリー株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

      平成22年２月10日

グローリー株式会社   

  取締役会 御中     

  有限責任監査法人トーマツ  

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 芝池  勉   印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 木村 幸彦  印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 鈴木 朋之  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているグローリー株式

会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四

半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、グローリー株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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